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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第102期
第２四半期
累計期間

第103期
第２四半期
累計期間

第102期
第２四半期
会計期間

第103期
第２四半期
会計期間

第102期

会計期間

自  平成20年
     ４月１日
至  平成20年
     ９月30日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成20年
     ７月１日
至  平成20年
     ９月30日

自  平成21年
     ７月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成20年
     ４月１日
至  平成21年
     ３月31日

売上高 (千円) 2,672,659931,8601,388,667480,0055,884,731

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 43,909△318,177 62,272△159,379 290,395

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失（△）

(千円) 15,448△255,356 31,057△160,122 100,359

持分法を適用した
場合の投資損失（△）

(千円) △113 △7,985 △878 △2,083 △11,082

資本金 (千円) ― ― 503,000 503,000 503,000

発行済株式総数 (株) ― ― 7,843,0007,843,0007,843,000

純資産額 (千円) ― ― 1,669,2231,451,4041,744,143

総資産額 (千円) ― ― 4,809,1903,634,0004,960,938

１株当たり純資産額 (円) ― ― 214.46 186.61 224.16

１株当たり四半期
(当期)純利益金額又は
四 半 期 純 損 失 金 額
（△）

(円) 1.98 △32.83 3.99 △20.59 12.89

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 0.00 0.00 5.00

自己資本比率 (％) ― ― 34.7 39.9 35.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 361,866△110,586 ― ― 572,664

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 137,818 56,440 ― ― 126,880

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 130,931△68,019 ― ― 100,564

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,170,0281,217,3551,339,520

従業員数 (名) ― ― 218 220 224

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また、第103期

第２四半期累計期間及び第103期第２四半期会計期間については、１株当たり四半期純損失であるため記載し

ておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社の企業集団（当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 220

(注) 従業員数は、就業人員であります。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期会計期間における生産実績を機種別に示すと、次のとおりであります。

　

機種別 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

電源機器 160,893 △41.5

表面処理装置 93,049 △75.1

電気溶接機 86,613 △66.4

その他 138,823 △73.0

合計 479,379 △66.3

(注) １  金額は、販売価格によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績を機種別に示すと、次のとおりであります。

　

機種別 受注高(千円) 前年同四半期比(％)受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

電源機器 176,855 △33.1 214,404 △50.3

表面処理装置 234,486 △70.9 490,950 △64.7

電気溶接機 107,086 △40.3 111,010 △3.6

その他 225,586 △40.5 175,427 △55.3

合計 744,014 △54.3 991,791 △57.5

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を機種別に示すと、次のとおりであります。

　

機種別 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

電源機器 153,964 △42.0

表面処理装置 55,170 △87.7

電気溶接機 55,491 △79.1

その他 215,379 △47.1

合計 480,005 △65.4
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(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第２四半期会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

㈱美濃商店 　　　　　　51 　　　　　10.7

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において、この報告書に記載した事業の状況、経理の状況のうち、財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項

の発生、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、昨年秋以降、米国に端を発した金融危機の影響で、かつ

て経験のない深刻な景気後退が未だ継続しており、一部に景気の持ち直しの動きが見え始めてはいるも

のの、設備投資は引き続き低水準で推移しているほか、雇用の過剰感も依然として解消されていないな

ど、今しばらくは、当初想定していたほどの景気回復は見込めない状況にあります。

　このような情勢を踏まえて、当社は、直面する厳しい経営環境を乗り切るため、既存市場からの需要の掘

り起こしや、需要が比較的旺盛と思われる地域への販売力強化、新商品・新技術の開発に注力する一方、

生産性の向上や、製造原価の低減、諸経費の徹底節減等に努めてまいりました。

　しかしながら、極端な設備投資減少の影響は大きく、その結果、当四半期の受注総額は744百万円（前年

同四半期比54.3％減）、売上総額は480百万円（前年同四半期比65.4％減）といずれも大幅に減少いたし

ました。

　損益面につきましては、当四半期の営業損失157百万円、経常損失159百万円、四半期純損失160百万円の

計上となりました。

 

(2) 財政状態の分析

(資産)    

 当第２四半期会計期間末における流動資産は、第１四半期会計期間末に比べ577百万円減少し2,806百万

円となりました。これは、受取手形及び売掛金が351百万円、現金及び預金が242百万円減少したことなど

によります。

　固定資産は、第１四半期会計期間末に比べ８百万円減少し827百万円となりました。これは、無形固定資

産が４百万円増加し、有形固定資産が９百万円、投資その他の資産が３百万円減少したことなどによりま

す。

　この結果、総資産は、第１四半期会計期間末に比べ585百万円減少し3,634百万円となりました。
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(負債)

　流動負債は、第１四半期会計期間末に比べ397百万円減少し1,453百万円となりました。これは、支払手形

及び買掛金が300百万円、短期借入金が９百万円それぞれ減少したことなどによります。

固定負債は、第１四半期会計期間末に比べ20百万円減少し728百万円となりました。これは、役員退職慰

労引当金が４百万円増加し、退職給付引当金が22百万円、長期借入金が４百万円減少したことなどにより

ます。

  この結果、負債合計は、第１四半期会計期間末に比べ418百万円減少し2,182百万円となりました。

(純資産)

　純資産合計は、第１四半期会計期間末に比べ166百万円減少し1,451百万円となりました。これは、利益剰

余金が160百万円減少したことなどによります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間のキャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フ

ローに係る支出が214百万円、投資活動によるキャッシュ・フローに係る収入が193百万円、財務活動によ

るキャッシュ・フローに係る支出が21百万円となりました。

　以上の結果、当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前第２四半期会計期間末

に比べ47百万円増加の1,217百万円となりました。

　当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間における営業活動に係る支出は214百万円となり、前第２四半期会計期間に比べ

647百万円の減少となりました。収入の主な内訳は、売上債権の減少額396百万円であり、支出の主な内訳

は仕入債務の減少額300百万円、税引前四半期純損失159百万円、未払費用の減少124百万円等であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期会計期間における投資活動に係る収入は193百万円となり、前第２四半期会計期間に比べ

34百万円の増加となりました。収入の主な内訳は、定期預金の払戻による収入200百万円であり、支出の主

な内訳は無形固定資産の取得による支出４百万円等であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期会計期間における財務活動に係る支出は21百万円となり、前第２四半期会計期間に比べ

３百万円の減少となりました。支出の主な内訳は、長期借入金の返済による支出14百万円、配当金の支払

額６百万円等であります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期会計期間の研究開発費の総額は27百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,843,000 7,843,000
名古屋証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株
であります。

計 7,843,000 7,843,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年９月30日 ― 7,843 ― 503,000 ― 225,585
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(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

後藤安邦 名古屋市昭和区 610 7.78

株式会社　日工 愛知県知立市山町中畑15 563 7.17

株式会社　ヤマサンコーポレー
ション

名古屋市昭和区御器所通3-15-2 468 5.96

株式会社　三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 336 4.28

財団法人　後藤報恩会 名古屋市昭和区汐見町4-1 297 3.79

株式会社　ミヨシ 名古屋市昭和区御器所通3-15-2 249 3.18

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 219 2.79

中央三井信託銀行　株式会社 東京都港区芝3-33-1 212 2.70

朝日火災海上保険　株式会社 東京都千代田区神田美土代町７ 187 2.39

後藤米子 名古屋市昭和区 178 2.27

計 ― 3,321 42.31

(注)　財団法人 後藤報恩会は、社会福祉事業に関する助成及び教育・文化の向上に寄与することを目的として設立され

た法人であり、運営資金は、所有資産から生ずる収入により賄われ当社とは会の運営、資金の関連はありません。 

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　65,000

― ―

完全議決権株式(その他) 7,630,000 7,630 ―

単元未満株式 148,000 ― ―

発行済株式総数 7,843,000― ―

総株主の議決権 ― 7,630 ―

(注)  「単元未満株式」には当社所有の自己株式　123株を含めております。

「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が　3,000株（議決権３個）含まれ

ております。
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② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱中央製作所
（自己保有株式）

名古屋市瑞穂区内浜町24
番１号

65,000 ― 65,000 0.83

計 ― 65,000 ― 65,000 0.83

  

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

最高(円) 110 98 95 120 110 107

最低(円) 103 85 90 97 107 107

(注)  最高・最低は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものです。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。

　

　

　

　

　

　

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社中央製作所(E01940)

四半期報告書

10/23



第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成20年７月１日か

ら平成20年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２

四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、あずさ監

査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,267,355 1,389,520

受取手形及び売掛金 957,772 2,216,611

商品及び製品 72,839 94,218

仕掛品 401,476 342,021

原材料及び貯蔵品 57,030 58,454

その他 50,309 19,399

貸倒引当金 △400 △400

流動資産合計 2,806,383 4,119,826

固定資産

有形固定資産 ※
 368,517

※
 390,742

無形固定資産 45,807 46,400

投資その他の資産 413,463 404,138

貸倒引当金 △170 △170

固定資産合計 827,617 841,111

資産合計 3,634,000 4,960,938

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 347,800 1,282,881

短期借入金 876,677 896,675

未払法人税等 4,365 23,177

その他 225,045 278,893

流動負債合計 1,453,887 2,481,627

固定負債

長期借入金 5,038 15,034

退職給付引当金 518,577 529,456

役員退職慰労引当金 194,200 185,500

その他 10,893 5,177

固定負債合計 728,708 735,167

負債合計 2,182,596 3,216,795

純資産の部

株主資本

資本金 503,000 503,000

資本剰余金 225,590 225,590

利益剰余金 697,705 991,967

自己株式 △10,625 △10,323

株主資本合計 1,415,671 1,710,234

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 35,733 33,909

評価・換算差額等合計 35,733 33,909

純資産合計 1,451,404 1,744,143

負債純資産合計 3,634,000 4,960,938
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 2,672,659 931,860

売上原価 2,097,853 852,588

売上総利益 574,805 79,272

販売費及び一般管理費 ※
 531,550

※
 398,644

営業利益又は営業損失（△） 43,254 △319,372

営業外収益

受取利息 1,092 669

受取配当金 3,061 2,304

スクラップ売却益 2,625 406

受取保険金 － 3,540

雑収入 3,059 2,731

営業外収益合計 9,839 9,651

営業外費用

支払利息 8,918 6,220

雑損失 266 2,236

営業外費用合計 9,184 8,456

経常利益又は経常損失（△） 43,909 △318,177

特別利益

固定資産売却益 － 64,262

特別利益合計 － 64,262

特別損失

固定資産除却損 611 73

過年度人件費 4,730 －

特別損失合計 5,341 73

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 38,568 △253,988

法人税、住民税及び事業税 2,663 1,368

法人税等調整額 20,456 －

法人税等合計 23,119 1,368

四半期純利益又は四半期純損失（△） 15,448 △255,356
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 1,388,667 480,005

売上原価 1,059,612 451,159

売上総利益 329,054 28,846

販売費及び一般管理費 ※
 267,349

※
 186,318

営業利益又は営業損失（△） 61,704 △157,471

営業外収益

受取利息 880 660

スクラップ売却益 2,080 202

雑収入 2,211 2,176

営業外収益合計 5,171 3,038

営業外費用

支払利息 4,442 3,048

雑損失 160 1,897

営業外費用合計 4,603 4,946

経常利益又は経常損失（△） 62,272 △159,379

特別損失

固定資産除却損 114 73

過年度人件費 4,730 －

特別損失合計 4,844 73

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 57,427 △159,453

法人税、住民税及び事業税 1,868 668

法人税等調整額 24,502 －

法人税等合計 26,370 668

四半期純利益又は四半期純損失（△） 31,057 △160,122
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

38,568 △253,988

減価償却費 40,476 33,251

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,649 △10,879

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △6,500 8,700

受取利息及び受取配当金 △4,154 △2,974

支払利息 8,918 6,220

有形固定資産売却損益（△は益） － △64,262

売上債権の増減額（△は増加） 786,930 1,305,998

たな卸資産の増減額（△は増加） △98,108 △36,650

仕入債務の増減額（△は減少） △273,238 △935,081

未払費用の増減額（△は減少） △14,189 △73,026

その他 △33,334 △62,190

小計 452,018 △84,881

利息及び配当金の受取額 4,154 2,974

利息の支払額 △9,201 △6,100

法人税等の支払額 △85,105 △22,578

営業活動によるキャッシュ・フロー 361,866 △110,586

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △200,000

定期預金の払戻による収入 227,000 200,000

有形固定資産の取得による支出 △74,784 △2,731

有形固定資産の売却による収入 － 67,240

無形固定資産の取得による支出 △12,119 △4,703

その他 △2,277 △3,365

投資活動によるキャッシュ・フロー 137,818 56,440

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 200,000 －

長期借入金の返済による支出 △29,994 △29,994

配当金の支払額 △38,511 △37,724

その他 △563 △301

財務活動によるキャッシュ・フロー 130,931 △68,019

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 630,616 △122,165

現金及び現金同等物の期首残高 539,411 1,339,520

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,170,028

※
 1,217,355
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第２四半期累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

１  棚卸資産の評価方法 当第２四半期会計期間末のたな卸資産の簿価切下げに関しては、収益

性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。

２  固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算出する方法によっております。

３　法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控

除項目を重要なものに限定する方法によっております。

　

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

　　当第２四半期累計期間 (自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)
 

　　　該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額　　1,133,956千円※　有形固定資産の減価償却累計額　　1,113,773千円

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

　
前第２四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　給与手当等　　　　　　　　　    　235,243千円

　　退職給付費用　　　　　　　　   　　33,877千円

　　役員退職慰労引当金繰入額　　   　　 8,360千円

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　給与手当等　　　　　　　　　    　173,932千円

　　退職給付費用　　　　　　　　   　　24,838千円

　　役員退職慰労引当金繰入額　　   　　 8,700千円
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第２四半期会計期間

　
前第２四半期会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　給与手当等　　　　　　　　　    　108,322千円

　　退職給付費用　　　　　　　　   　　15,202千円

　　役員退職慰労引当金繰入額　　   　　 4,260千円

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　給与手当等　　　　　　　　　     　81,637千円

　　退職給付費用　　　　　　　　   　　 5,449千円

　　役員退職慰労引当金繰入額　　   　　 4,400千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,220,028千円

預入期間が３か月超の定期預金 △50,000千円

現金及び現金同等物 1,170,028千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,267,355千円

預入期間が３か月超の定期預金 △50,000千円

現金及び現金同等物 1,217,355千円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自  平成21年４月１日  

至  平成21年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 7,843,000

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 65,123

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 38,904 ５ 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第２四半期会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

関連会社に関する事項

第２四半期累計期間

　
前第２四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

関連会社に対する投資の金額　　　　　　19,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額　　　60,405千円

持分法を適用した場合の投資利益（△損失）の金額 　　　

　　　　　　 

                                      △ 113千円

関連会社に対する投資の金額　　　　　　19,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額　　　44,385千円

持分法を適用した場合の投資利益（△損失）の金額 　　

                                    △ 7,985千円

　

第２四半期会計期間

　
前第２四半期会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

関連会社に対する投資の金額　　　　　　19,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額　　　60,405千円

持分法を適用した場合の投資利益（△損失）の金額 　　

                                      △ 878千円

関連会社に対する投資の金額　　　　　　19,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額　　　44,385千円

持分法を適用した場合の投資利益（△損失）の金額 

                                    △ 2,083千円
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 186.61円
　

　 　

　 224.16円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,451,404 1,744,143

普通株式に係る純資産額(千円) 1,451,404 1,744,143

普通株式の発行済株式数(千株) 7,843 7,843

普通株式の自己株式数(千株) 65 62

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 7,777 7,780

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期累計期間

　
前第２四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1.98円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

 

１株当たり四半期純損失金額 △32.83円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。

 

(注)  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は四半期純
損失(千円)

15,448 △255,356

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(千円)

15,448 △255,356

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,786 7,779

　

第２四半期会計期間

　
前第２四半期会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 3.99円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

 

１株当たり四半期純損失金額 △20.59円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。
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(注)  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は四半期純
損失(千円)

31,057 △160,122

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(千円)

31,057 △160,122

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,785 7,778

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当第２四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）及び当第２四半期会計期間

(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のも

のについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第２四半期会計期間

末におけるリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動がありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月14日

株式会社中央製作所

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鈴　　木　　義　　行　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　川　　　　　勝　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　齋　　藤　　英　　喜　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社中央製作所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第102期事業年度の第２四半期会計期間(平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30

日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中央製作所の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　　　２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月13日

株式会社中央製作所

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    鈴    木    義    行    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐    藤    　    孝    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    齋    藤    英    喜    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社中央製作所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第103期事業年度の第２四半期会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中央製作所の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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